
１.はじめに

戦後我が国の道徳教育は学校教育全体を通じて行う

という方針の下に進められてきた。特に、昭和33年改

訂の学習指導要領において、小・中学校に各学年週１

単位時間の「道徳の時間」が設置されて以降は、この

「道徳の時間」が、各教科等における道徳教育を補充、

深化、統合するものとして位置付けられ、学校におけ

る道徳教育の「要」としての役割を果たしてきた。

創意工夫ある優れた実践が行われる学校がある一方

で、道徳教育、とりわけ「道徳の時間」の指導の現状

をめぐっては、「歴史的経緯に影響され、いまだに道徳

教育そのものを忌避しがちな風潮がある」「他教科に比

べて軽んじられている」「読み物の登場人物の心情理解

のみに偏った形式的な指導が行われる例がある」など、

これまで多くの課題が指摘されてきた。

こうした状況を踏まえ、「道徳教育の実質化及びその

質的転換を図る」ため、平成27年３月に学習指導要領

等の一部改正が行われ、これまでの「道徳の時間」が

新たに「特別の教科 道徳」として位置付けられた。

これからの時代を生きる子供たちが、様々な価値観

や言語、文化を背景とする人々と相互に尊重し合いな

がら生きていくことが今まで以上に重要となっている

ことから、「多様な価値観の、時に対立がある場合を含

めて、誠実にそれらの価値に向き合い、道徳としての

問題を考え続ける姿勢こそ道徳教育で養うべき基本的

資質である」との中央教育審議会答申を踏まえ、答え

が一つではない道徳的な課題を一人一人の生徒が自分

自身の問題と捉え、向き合う「考える道徳」「議論する
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道徳」へと転換を図るものであるといえる。

そこで、本研究では、ドイツの社会哲学者ユルゲン・

ハーバーマス(Jurgen Habermas)の「コミュニケーシ

ョン的行為理論」及び「ディスクルス倫理学」に依拠

しながら、「考える道徳」「議論する道徳」への質的転

換を図るための「話し合い活動」はどうあるべきかに

ついて考察することとする。

２.「道徳の時間」の教科化の経緯

道徳教育の重要性と課題についてはこれまでも繰り

返し指摘されてきたが、「道徳の時間」の教科化の大き

なきっかけは、いじめに関する痛ましい事案であった。

第二次安倍内閣に設置された教育再生実行会議は、

平成25年２月26日に「いじめの問題等への対応につい

て(第一次提言)」をまとめ、いじめの問題が深刻な状

況にある今こそ、心と体の調和の取れた人間の育成の

観点から、道徳教育の抜本的な充実を図るとともに、

新たな枠組みによって教科化することを提言した。

この教育再生実行会議の議論を受けて設置された

「道徳教育の充実に関する懇談会」では、我が国の道

徳教育のこれまでの成果や課題を検証しつつ、「心のノ

ート」の全面改訂や教員の指導力向上方策、道徳の新

たな枠組みによる教科化などについて幅広く検討を行

い、同年12月26日に、「今後の道徳教育の改善・充実方

策について(報告)～新しい時代を、人としてより良く

生きる力を育てるために～」として取りまとめ、道徳

教育の抜本的な改善を実現するため、道徳教育の要で

ある「道徳の時間」を教育課程上「特別の教科 道徳」

(仮称)として位置付けた上で、道徳教育の目標や指導

方法等についても所要の改善を行うことなどを提言し

た。

これらを受けて、平成26年２月17日に文部科学大臣

から中央教育審議会に対して諮問がなされ、同審議会

では初等中等教育分科会教育課程部会の下に道徳教育

専門部会を新たに設け、有識者からのヒアリングや審

議のまとめ案に関する意見募集なども行いつつ10回に

わたる専門的な検討を行った上で、同年10月21日に「道

徳に係る教育課程の改善等について」答申を行った。

同答申では、「道徳の時間」を「特別の教科 道徳」

(仮称)として位置付けること、道徳の内容をより発達

の段階を踏まえた体系的なものに改善すること、多様

で効果的な道徳教育の指導方法へと改善することなど

を基本的な考え方とする道徳教育についての学習指導

要領の改善の方向性が示された。

その後、同答申に基づいて学習指導要領の改訂が進

められ、平成27年３月27日に小学校及び中学校学習指

導要領の一部を改正する告示がなされ、小学校では平

成30年度より、中学校では平成31年度より「特別の教

科 道徳」が設置されることとなった。

３.「特別の教科 道徳」という位置付けについて

道徳教育の充実に関する懇談会が取りまとめた報告

の中で、初めて「特別の教科 道徳」(仮称)という表

現が用いられたのであるが、このことについて、同報

告では以下のような説明がなされている。

何をもって教科と定義するかについては、現行の教

科についてみても、その性質や成立事情は必ずしも一

様ではないが、現行制度に位置付けられている教科の

多くについては、①免許(中高においては当該教科の免

許)を有した専門の教師が、②教科書を用いて指導し、

③数値等による評価を行うなどの点が共通している。

「道徳の時間」については、教育課程において教科

に位置付けられてこなかった一方で、その特性として、

学習指導要領に示された内容に基づき、体系的な指導

により道徳的価値に関わる知識・技能を学び教養を身

に付けるという従来の教科と共通する側面を有してい

る。

一方で、「道徳の時間」は、人格全体に関わる力の育

成という性格に照らし、数値による評定はなじまない

ことや児童生徒に日常密接に関わっている学級担任を

中心に授業を行うことが適切と考えられることなどの

従来の教科とは異なる特性があることや、「道徳の時

間」は、それ自体としての体系的な教育活動としてだ

けでなく、学校の教育活動全体を通じた道徳教育の要

としての役割も果たさなければならないものであると

いう他の教科にはない使命も有している。

これらを踏まえ、道徳教育の要である「道徳の時間」

を「特別の教科 道徳」(仮称)として新たに教育課程

に位置付けることが適当と考える。

このように、「特別の教科 道徳」においては、教科

であることの三つの要件のうち、道徳科の教員免許は

想定されていないし、数値による評価も行われないた

め、従来の教科とは大きく異なる。また、「学校におけ

る道徳教育は、特別の教科である道徳を要として学校

の教育活動全体を通じて行う」として、これまでの「道

徳の時間」を要として学校の教育活動全体を通じて行

うという道徳教育の基本的な考え方が引き継がれたこ

とも他教科とは大きく異なる位置付けとなっている。

４.「特別の教科 道徳」の検討

次に、「中学校学習指導要領解説 特別の教科 道徳

編」の記述を中心にその内実を概観することとする。

⑴目標

学校の教育活動全体を通じて行う「道徳教育」の目

標と「特別の教科 道徳」の目標については、「特別の

教科 道徳」の目標を「よりよく生きるための基盤と

なる道徳性を養う」として、道徳教育の目標と同一で

あることが分かりやすい表現に改められた。
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⑵道徳性

「特別の教科 道徳」の目標が改善されたことに伴

い、「道徳性」と「道徳的実践力」についても改善が図

られ、「道徳性」のみとなった。

従来の解釈では、道徳教育の目標である「道徳性」

は、道徳的な心情、判断力、実践意欲と態度、道徳的

習慣や道徳的行為などからなり、「道徳の時間」の目標

である「道徳的実践力」は、人間としてよりよく生き

ていく力であり、道徳的な心情、判断力、実践意欲と

態度を包括するものであるとされていた。

「道徳性」に道徳的習慣や道徳的行為が含まれるの

は、それが学校の教育活動全体を通じて行われる道徳

教育の目標だからであり、「道徳的実践力」に道徳的習

慣や道徳的行為が含まれないとされたのは、それが「道

徳の時間」の目標であるからだと考えられる。

しかしながら、こうした両者の関係性が学習指導要

領上でも必ずしも明確に示されてこなかったため、「道

徳性と道徳的実践力の育成方法は全く異なるものであ

る」「道徳の時間には道徳的習慣や道徳的行為に関する

指導を行ってはならない」などの誤解を生じさせ、指

導に当たっての混乱を招いたり、指導の幅を狭めてし

まったりした面もあったことから、「道徳性と道徳的実

践力は、いずれも道徳的行為を主体的に選択し、実践

するための内面的資質・能力を指すものなので、基本

的には同じ性質のものと捉えるのが妥当」としたのだ

ろう。

また、道徳性を構成する諸様相である「道徳的な心

情、判断力、実践意欲と態度」が、今回の改訂で「道

徳的な判断力、心情、実践意欲と態度」に順序が入れ

替えられた。

「道徳教育においては、児童生徒一人一人がしっか

りと課題に向き合い、教員や他の児童生徒との対話や

討論なども行いつつ、内省し、熟慮し、自らの考えを

深めていくプロセスが極めて重要である」「指導のねら

いに即し、適切と考えられる場合には、道徳的習慣や

道徳的行為に関する指導、問題解決的な学習や体験的

な学習、役割演技やコミュニケーションに係る具体的

な動作や所作の在り方等に関する学習などの指導を、

発達の段階を踏まえつつ取り入れることも重要であ

る」といった指摘を踏まえたものといえる。

⑶四つの視点

四つの視点によって内容項目を構成して示すという

考え方は従前どおりであるが、「３ 主として自然や崇

高なものとの関わりに関すること」と「４ 主として集

団や社会との関わりに関すること」の順序を入れ替え、

「Ａ 主として自分自身に関すること」「Ｂ 主として人

との関わりに関すること」「Ｃ 主として集団や社会と

の関わりに関すること」「Ｄ 主として生命や自然、崇

高なものとの関わりに関すること」に改められた。

今回の視点の順序の変更は、自分を中心として、身

近な他者へ、集団や社会へ、さらには人間を超えた生

命や自然、崇高なものへと、生徒にとっての対象の広

がりに即した整理がなされたものであり、適切である

といえる。

⑷内容項目

内容項目ごとに「自主」「自律」「自由と責任」など、

その内容を端的に示すキーワードが明示された。

このことにより、小学校から中学校までの内容の体

系性を高めるとともに、構成やねらいを分かりやすく

示して指導の効果を上げることなどが期待される。

⑸問題解決的な学習

生徒の発達の段階を踏まえ、学年が上がって行くに

つれ、道徳的価値それ自体の意義や普遍性などについ

て多様な角度から考えを深めさせる学習へとその内容

を発展させていくことが重要で、「考え、議論する道徳」

実現のためには、授業の中に「自分ならどうするか」

「なぜそうするのか」を考えさせ、自分とは異なる意

見と向かい合い議論する場面を設定した問題解決的な

学習を取り入れることが重要である。

実際の生活においては、複数の道徳的諸価値が対立

し、葛藤が生じる場面が数多く存在する。その際、一

つの答えのみが存在するのではなく、生徒は時と場合、

場所などに応じて、複数の道徳的諸価値の中からどの

価値を優先するかの判断を迫られることになる。

このため、こうした状況に遭遇したときにどのよう

に対応すべきかなどについて、自分の問題として受け

止めて多面的・多角的・批判的に考えさせたり、議論

や討論させたりするなど、学習が深まるように留意す

ることが必要である。また、問題解決的な学習を行う

に当たっては、生徒自身の考えの根拠を問う発問や、

問題場面を実際の自分に当てはめて考えてみることを

促す発問、問題場面における道徳的価値の意味を考え

させる発問などを工夫することが大切である。

こうした学習活動を通じて、生徒に物事の本質を考

え、そこに内在する道徳的諸価値を見極めようとする

力を育成することにも通じるからである。

⑹評価

中央教育審議会答申等を踏まえ、「特別の教科 道

徳」の評価については、「生徒の学習状況や道徳性に係

る成長の様子を継続的に把握し、指導に生かすよう努

める必要がある。ただし、数値などによる評価は行わ

ないものとする」とされた。

道徳性の評価に当たっては、例えば、指導のねらい

に即した観点による評価、学習活動における表現や態

度などの観察による評価(「パフォーマンス評価」な

ど)、学習の過程や成果などの記録の積み上げによる評

価(「ポートフォリオ評価」など)のほか、生徒の自己評

価など多種多様な方法の中から適切な方法を用いて評

価を行い、指導の充実を図ることが望まれる。
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５.考え、議論する道徳

道徳が教科化されるに当たり、「考える」「議論する」

というキーワードに注目が集まった。「考え、議論する

道徳」とは、一体どのようなものなのか、以下、「中学

校学習指導要領解説 特別の教科 道徳編」などから、

参考となりそうな記述を抜き出して考察してみたい。

(一部省略あり。また、下線は筆者による。)

・道徳の時間において、…例えば、善悪の問題も立場

によって見方が異なる場合もあることや、自分の思

うようにならない複雑で困難な状況に遭遇したとき

にどのように対応すべきかなどについて、多角的・

批判的に考えさせたり、議論・討論させたりする授

業を重視することが必要であろう。

・同じ事象でも立場や状況によって見方が異なったり、

複数の道徳的価値が対立し、単一の道徳的価値だけ

では判断が困難な状況に遭遇したりすることも多い。

道徳教育においては、…様々な道徳的価値について、

児童生徒が発達の段階に応じて学び、理解を深める

とともに、それを基にしながら、…多様で複雑な具

体的事象に対し、一人一人が多角的に考え、判断し、

適切に行動するための資質・能力を養うことを目指

さなくてはならない。

・道徳教育においては、児童生徒一人一人がしっかり

と課題に向き合い、教員や他の児童生徒との対話や

討論なども行いつつ、内省し、熟慮し、自らの考え

を深めていくプロセスが極めて重要である。

・「多様な価値観の、時に対立がある場合を含めて、

誠実にそれらの価値に向き合い、道徳としての問題

を考え続ける姿勢こそ道徳教育で養うべき基本的資

質である」との答申を踏まえ、発達の段階に応じ、

答えが一つではない道徳的な課題を一人一人の生徒

が自分自身の問題と捉え、向き合う「考える道徳」、

「議論する道徳」へと転換を図るものである。

・グローバル化が進展する中で、様々な文化や価値観

を背景とする人々と相互に尊重し合いながら生きる

ことが一層重要な課題となる。こうした課題に対応

していくためには、多様な価値観の存在を前提にし

て、他者と対話し協働しながら、物事を広い視野か

ら多面的・多角的に考察することが求められる。

・将来の変化を予測することが困難な時代には、…自

らの人生や社会における答えが定まっていない問い

を受け止め、多様な他者と議論を重ねて探究し、「納

得解」(自分が納得でき周囲の納得も得られる解)を

得るための資質・能力が求められる。

・自分ならどのように行動・実践するかを考え、自分

とは異なる意見と向かい合い議論する中で、道徳的

諸価値について多面的・多角的に学ぶ道徳教育への

質的転換を図る。

これらの記述から、「考え、議論する道徳」において

は、「立場や状況によって見方が異なったり、複数の道

徳的価値が対立し、単一の道徳的価値だけでは判断が

困難な状況に遭遇した際に、自分ならどのように行

動・実践するかを多面的・多角的に考えたり、多様な

他者と議論・討論したりしながら、内省・熟慮し、自

らの考えを深める」ことが期待されているといえる。

このような「考え、議論する道徳」には、「モラルジ

レンマ授業」が適していると筆者は考える。

モラルジレンマ授業は、「道徳的価値葛藤(モラルジ

レンマ)をモラルディスカッション(集団討議)によっ

て解決に導く過程を通して、児童生徒一人ひとりの道

徳的判断力を育成し、道徳性をより高い段階に高め

る」ことをねらいとした授業で、生徒は話し合いを通

して、道徳的な問題に対する判断の根拠やその時の心

情を様々な視点から捉え考えようとしたり、他者の考

え方や議論に触れ、自分と違う意見や立場を理解しよ

うとしたりして、物事を広い視野から多面的・多角的

に考え、人間としての生き方についての考えを深める

ことにつながると思うからである。(「モラルジレンマ

授業」については、別の機会に論じることとする。)

ところで、今回の道徳の教科化は、道徳教育の実質

化とその質的転換を実現するためのものであるが、こ

のことを学習指導要領改訂において提示された資質・

能力の三つの柱との関わりという観点から考察する。

道徳教育と資質・能力の三つの柱との関係は、次の

ように対応するものとして整理されている。

・知識・技能⇄道徳的諸価値の理解と自分自身に固

有の選択基準・判断基準の形成

・思考力・判断力・表現力等⇄人間としての在り方

生き方についての考え

・学びに向かう力、人間性等⇄人間としてよりよく

生きる基盤となる道徳性

更に、各教科の特質に応じた「見方・考え方」は、

それぞれの教科等の学びの「深まり」の鍵となるもの、

資質・能力の三つの柱すべてに深く関わる各教科等を

学ぶ本質的な意義の中核をなすものであり、「特別の教

科 道徳」における「深い学び」の鍵となる「見方・

考え方」は、目標として示されている、「様々な事象

を、道徳的諸価値の理解を基に自己との関わりで(広い

視野から)多面的・多角的に捉え、自己の(人間として

の)生き方について考える」ことであるといえる。

すなわち、道徳教育においては、他者と共によりよ

く生きるための基盤となる道徳性を育むため、答えが

一つではない道徳的な課題を一人一人の生徒が自分自

身の問題と捉え、向き合う「考え、議論する道徳」を

実現することが、「主体的・対話的で深い学び」を実現

することにつながると考えられる。

６.「考え、議論する道徳」への質的転換を図るための

話し合いのルール

話し合いは、生徒相互の考えを深める中心的な学習
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活動であり、「特別の教科 道徳」においても重要な役

割を果たす。

生徒一人一人の道徳的なものの見方や考え方が深ま

る話し合いとなるためには、どのように考え、行動す

ることが正しいのかを、判断の根拠や理由を明確に示

しながら自分の考えを述べたり、お互いに意見を交わ

したりしながら自分たちで考えていくという視点が重

要で、そのためには、「話し合いにおいて必要な技術や

技能(たとえば、質問、意見、反対意見、付け足し、賛

成意見の取り上げ方、のルールを決める等)」、すなわ

ち、「話し合いのルール」が必要となる。

そこで、以下、ドイツの社会哲学者ユルゲン・ハー

バーマスの「コミュニケーション的行為理論」及び「デ

ィスクルス倫理学」に依拠しながら、「考え、議論する

道徳」への質的転換を図るための「話し合いのルール」

はどうあるべきかを考察することとする。

⑴コミュニケーション的行為理論

ハーバーマスによれば、了解とは、「言語能力と行為

能力を備えた主体の間で一致が達成される過程」であ

り、この了解過程が目指すのは、「ある発言の内容に対

して合理的に動機づけられて賛同するための条件を満

たしている了解への到達」 である。

ハーバーマスは、「コミュニケーション的行為にとっ

て構成的なのは、理由・根拠に関わる批判可能な妥当

要求を話し手が結び付けている発話行為だけである」

として、コミュニケーション的行為にとって、批判可

能な妥当要求が不可欠であると考えている。

ところで、どのようなコミュニケーションも、話し

手が聞き手とともに何事かについて意思疎通を行うと

いう基本的な構造を備えており、話し手と聞き手の間

には三種類の了解の次元が存在している。

たとえば、「今日はきっと晴れるでしょう」と話し手

が予測するとき、話し手は今日の天候という客観的世

界に起こる事象を話題に取り上げている。

また、「明日君の家に行くよ」と話し手が聞き手に約

束するとき、話し手は聞き手との間に二人の約束とい

う社会的世界で生まれる個人間の関係を語っている。

さらに、「歯が痛くてたまらない」と話し手が嘆くと

き、話し手の主観的世界に含まれる苦痛という話し手

にしかわからない個人的体験を口にしている。

ハーバーマスによれば、コミュニケーション的行為

とは、「言語を媒体として相互に自分の主張に関する三

つの『妥当要求』(『真理性』、『正当性』、『誠実性』)を

掲げ、その了解を求め合う行為」で、三つの妥当要求

のうち、「『真理性』は、自分の主張が客観的事実に基

づいているかどうかに関する要求である。そして『正

当性』は、自分の主張が規範的に見て正しいかどうか

に関する要求であり、『誠実性』は、自分の主張が誠実

に語られているかどうかに関する要求であり」、「正当

性」が道徳教育にとって重要な部分となる。

ところで、妥当要求が必ず承認されるとは限らない。

「コミュニケーション的行為において合意が成り立

つのは、妥協を除けば、ある発話行為で掲げられた妥

当要求がすべて受け入れられて、合理的に動機づけら

れた場合だけである」からで、このことは「妥当要求

のうちのどれについても、拒否ないし批判される可能

性のあることを意味する」 。

妥当要求が拒否または批判されるケースとして、次

の例を考えてみたい 。

夕刊が届いていないか見て来てちょうだい。

ここで、子供が母親の依頼を受け入れた場合、子供

は真理性要求、正当性要求、誠実性要求のすべて、す

なわち、「夕刊が届けられているかもしれないこと」「新

聞受けを見に行くことは家庭内で果たすべき自分の役

割であること」「お母さんは本気で私に見に行って欲し

いと思っていること」を「正しいこと」として受け入

れたことになる。

一方で、子供はこの母親の依頼を常に三つのどの局

面からでも拒否または批判することが可能である。

というのも、「コミュニケーション参加者は、批判可

能な妥当要求を立て、これに肯定╱否定の態度決定を

し、否定的な態度決定という形で批判されればこれに

反論し、……という過程を経てしか了解を達成するこ

とはできない」 からである。

その場合、聞き手は話し手に拒否または批判の根拠

をあげて説明することになる。

(a)まだ夕刊が届く時刻じゃないわ。

(b)それは私じゃなくて妹の仕事でしょう。

(c)本当は私に外に出て行って欲しいのでしょう。

上の例において、(a)は「まだ夕刊が届く時刻ではな

い」とする真理性要求に対する拒否、(b)は「夕刊を取

りに行くのは私の仕事ではない」とする正当性要求に

対する拒否、(c)は「母親が真意を隠している」とする

誠実性要求に対する拒否である。

ところで、子供の拒否に対して、母親がそれぞれ次

のように反論したとすればどうだろう。

(a’)あなたには聞こえなかったかもしれないけど、

ついさっき新聞屋さんのバイクの音がしたわよ。

(b’)さっき、○○ちゃん(妹)があなたの代わりに郵

便を取って来てくれたのよ。

(c’)お母さんはそんなこと思っていないわよ。
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(a)と(a’)の応酬は、「本当に夕刊が来ているといえ

るのか」ということを対象とした議論に両者を導く。

たとえば、子供は「お母さんが聞いたのは郵便屋さ

んのバイクの音よ」と言い返すかもしれない。

両者は自分の考えが正しいということを主張し合う

議論の中で、相手を納得させるための根拠を示さなけ

ればならなくなるだろう。

(b)と(b’)の応酬は、「家庭内における子供の仕事は

どうあるべきか」という議論の契機になると考えられ、

「姉妹はお互いに助け合うべきである」という規範的

な主張が母親からなされることが予想される。

(c)と(c’)の応酬は、「母親は本当に真意を隠してい

るのか」が対象とされ、お互いが思っていることを相

手に納得させるような「言い分」のやりとりがなされ

るかもしれない。

このように、「実際の発話には三種類の妥当性の契機

がすべて内在しており、了解が成立するためには、主

題として際立たせられたひとつの妥当要求だけでなく、

すべての妥当要求の相互承認が必要」 となり、「真理

性要求と正当性要求に批判が向けられた場合には、話

し手は根拠を提出することによって、誠実性要求に批

判が向けられた場合には、一貫した行動を取ることに

よってのみ」、聞き手に対し合理的に動機づけられた

合意を取りつけることが可能になるのである。

そして、「妥当要求が聞き手によって即座に承認され

れば、そのとき話し手と聞き手の間に了解が成立し、

一致が達成されることになる。もし、それらの妥当要

求の一つが即座には承認されず、聞き手が問い質して

くれば、そのとき話し手は当の妥当要求を実際に立証

し、聞き手の承認を得ようと努めることになる。だが

その場合、聞き手がどうしても承認を与えようとしな

ければ、コミュニケーション的行為はそこで中断され、

その派生物である戦略的行為への道や、討議(ディスク

ルス)への道が選択されることにもなる」 のである。

⑵ディスクルス倫理学

現代社会は、価値観が多様化し、自分とは異なる文

化や歴史に立脚する人々とともに、それぞれ異なる意

見や考えなどを交換し、正解のない課題や経験したこ

とのない課題を解決していかなければならない関係性

が否応なく日常化する「多文化共生」の時代である。

このような時代にあっては、「何が『善い生き方』な

のかは一概には決められない。一定の文化的伝統や慣

習に軍配を上げることは、他の伝統や慣習を軽視、な

いし抑圧することにつながる」 からである。

こうして、「絶対的な価値基準はどこにも存在しない

という諦念、それは相対主義と呼ばれる傾向に道を開

く」 ことにつながる。

こうした伝統や慣習の危機を克服するため、ハーバ

ーマスは、ローレンス・コールバーグ(Lawrence
 

Kohlberg)の「道徳的発達の諸段階」のモデルに依拠し

て「ポスト慣習的道徳」という形で提示する。

「ポスト慣習的道徳は、もはや特定の慣習が支配し

ていない多元的社会の現状をふまえ、なおかつユート

ピア的な専制主義にも、なげやりな相対主義にも陥ら

ず、すべての人によって守られるべき普遍主義的な道

徳規範として構想される」 。

彼の提起した構想は、「実践的討議」による規範形成

を目指すことから、「ディスクルス倫理学(討議倫理

学)」と呼ばれる。

「もはや特定の文化的伝統や慣習に囚われていない

道徳は、具体的・実質的な内容をもつことは難しい」

ため、ポスト慣習的な道徳は、「互いに対立する無数の

規範や利害が入り乱れる中で、どれかを特別扱いする

ことなく、当事者すべてが参加し、納得することので

きる普遍的な規範－それは『みんなが従うことのでき

る実質的な規範は、みんなの参加する話し合い(討議)

で決めることにしよう』という、間接的、形式的な規

範でしかありえない。人間の善い生き方、正しい社会

のあり方を一律に決めることはできない。ただ、それ

を決めるプロセス(手続き)がどうあるべきかについて

は、普遍的な原則が成り立つ。これが、コミュニケー

ションにおいてこそ、平等や自由という人間の道徳的

理想が実現されると信じる、討議倫理学の基本的立

場」 なのである。

実践的討議は、私たちの日常生活で行われている話

合いや討論と同じものではない。討議は、葛藤(コンフ

リクト)の状況で必要となる。

「日常生活におけるコミュニケーションが滞りなく

流れている時はいいのだが、いったんきしみが生じる

と、それまでは背景に退いていた基本的な規範を改め

て問い直し、そこから関係者の合意(コンセンサス)を

再構築しなければならない。討議は、したがって、日

常のコミュニケーションの流れを中断して、規範の次

元に戻っていく特殊なコミュニケーション形態であ

る」 。

ハーバーマスは、二つの倫理原則を定式化する。

一つは、「ある規範が妥当するかどうかを議論するた

め、…その規範に利害関心をもつすべての『当事者』

は、対等の立場で実践的討議に参加する。すべての当

事者が参加し、自分の主張を掲げてそれを論証し、他

の参加者の同意を得ようと努める。最後にすべての参

加者が同意するに至る規範、その規範だけがだとうな

ものとして認められる」というもので、ディスクルス

(討議)原則(Ｄ原則)と呼ばれる 。

実践的討議の参加者であるすべての当事者の同意を

見出すことができるであろう規範のみが、妥当であ

るとの主張をなすことができる。

もう一つ大切な原則として、「みんなが決める規範
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は、そこから出てくる影響がだれかの利益をも侵害せ

ず、だれにとっても受け入れられるものでなければな

らない」 があり、普遍化原則(Ｕ原則)と呼ばれる 。

規範が妥当なものであるとして、各人の利害を満た

すためにその規範の一般的遵守が行われたことから

生じる成果や副次的効果は、すべての人が強制なく

して受け容れることができるものでなければならな

い。

普遍化原則(Ｕ原則)においては、ディスクルスの参

加者が「規範に従った場合どのようなことがもたらさ

れるか」といった帰結について客観的に認識する能力

だけでなく、結果として起こりうる副次的効果につい

ても責任を負うということが期待されている。そして、

参加者が、その帰結を内的かつ合理的に動機づけられ、

受け入れた場合、行為を巡る規範の妥当性が承認され、

とるべき行為(規範)の共有化が可能となるのである。

さらに、ハーバーマスは、ディスクルスを行う際に

は、反事実的に先取りされた理念として「理想的発話

状況」が想定されており、この「理想的発話状況」は、

ディスクルスの前提の単なる約束事ではなく、不可避

の先行仮定であり、次の諸規則によって保持されると

して提示する 。

【論理学的・意味論的レベル】

(1・1)どの話し手も自己矛盾を犯してはならない。

(1・2)ある対象 aにある述語Ｆを適用せんとする話

し手は、 aとすべての有意な観点において同

等な他のいかなる対象にも、Ｆを適用する用

意がなければならない。

(1・3)さまざまな話し手たちが、同一の表現をさま

ざまな意味において用いるということがあっ

てはならない。

【相互了解のレベル】

(2・1)すべての話し手は、自ら信ずることをのみ主

張してよい。

(2・2)議論の対象となっていないような言明や規範

を攻撃しようとするものは、そのための根拠

を示さなければならない。

【理想的発話状況のレベル】

(3・1)言語＝行為能力あるものすべての主体は、デ

ィスクルスに参加してもよい。

(3・2)a 誰もが、どんな主張をも問題化してよい。

b 誰もが、どんな主張をもディスクルスに持

ち込んでよい。

c 誰もが、自分の立場や希望や欲求を表明し

てよい。

(3・3)どの話し手も、ディスクルスの内外を支配し

ている強制によっては、(3・1)と(3・2)で確

定された自分の権利を行使するのを妨げられ

ない。

このように、「ディスクルスの参加者は論理レベル、

相互了解レベル、理想的発話状況レベルの最小限の拘

束を受けることになるが、これは誰もが『自由に』よ

り良い論拠を求めていくことを可能にしていくために

不可欠な拘束なのである」 。

なお、討議と民主的決定に不可避の「多数決」の関

係について、ハーバーマスは次のように述べている。

「多数決の原則は、可能性としては究極的に真理を

志向する討議を通じての意見形成を、限られた時間で

意思形成を行うべしとする強制力と両立させるための

取り決めとして理解できる。議論の実践には多数決の

ほかにも制度上の安全対策(たとえば、根拠づけの強

制、立証責任を分担するという規則、数次にわたる法

案の読会など)が含まれており、討議理論の立場からす

れば、多数決による決定は、こうした議論の実践と内

的な関連を保っていなければならない。多数決による

決定が成立したと認められるのは、問題の正しい解決

を目指しつつも、それが決定を下さなければならない

という圧力のもとで暫定的に打ち切られる討議の成果

である以上、決定の内容は、合理的な動機にもとづい

てはいるが誤っているかもしれない成果であると受け

とめられる場合に限られる」 。

つまり、「徹底した討議も、限られた時間の中で決定

を下さなければならないという現実がある以上、多数

決原理を受け入れざるをえない。しかしそれは、多数

決による決定が誤っているかもしれないという認識を、

討議に参加する人々が共有している場合に限られると

いうわけである」 。

⑶話し合いの七つのルール

渡邉(2002)は、子供たちが取るべき行為をその理由

を明確にしながら追求する話し合い活動を展開するた

めには、話し合い活動それ自体がルールに従って展開

されなければならないとして、「コミュニケーション的

行為理論」及び「ディスクルス倫理学」に依拠した「話

し合いの六つのルール」を提示している 。

ところで、普遍化原則(Ｕ原則)のところで述べたよ

うに、規範は取るべき行為を規定する。

したがって、規範に従ってなされた行為によって何

か問題が生じたのであれば、「その場を構成している構

成員によって規範の根拠の見直しが行われ、その規範

が変更される」べきで、そのための話し合いがスムー

ズに行われるように、七つ目のルールとして「(7)問

題が生じたときには、もう一度話し合う」を設定する

べきと考える。

「考え、議論する道徳」の在り方に関する一考察
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【話し合いの七つのルール】

(1)誰も自分の意見を言うことをじゃまされてはな

らない。

(2)自分の意見は必ず理由をつけて発言する。

(3)他の人の意見にははっきり賛成か反対かの態度

表明をする。その際、理由をはっきり言う。

(4)理由が納得できたらその意見は正しいと認める。

(5)意見を変えることができる。ただし、その理由

を言わなければならない。

(6)みんなが納得できる理由を持つ意見は、みんな

それに従わなければならない。

(7)問題が生じたときには、もう一度話し合う。

７.おわりに

「考え、議論する道徳」においては、立場や状況に

よって見方が異なったり、複数の道徳的価値が対立し、

単一の道徳的価値だけでは判断が困難な状況に遭遇し

た際に、自分ならどのように行動するかを多面的・多

角的に考えたり、多様な他者と議論・討論したりしな

がら内省・熟慮し、自らの考えを深めることが重要で

あることや「考え、議論する道徳」を実現することが

道徳教育における「主体的・対話的で深い学び」を実

現することにつながることを指摘した。

さらに、ハーバーマスの「コミュニケーション的行

為理論」及び「ディスクルス倫理学」に依拠しながら、

「考え、議論する道徳」への質的転換を図るための「話

し合いの七つのルール」を提案した。

なお、「モラルジレンマ授業」については、「『考え、

議論する道徳』に適している」と指摘したのみで、今

回の研究では詳しく触れることができなかった。

今後は、「話し合いの七つのルール」や「相互行為の

発達段階」を踏まえた「モラルジレンマ授業」の在り

方について研究を深めたい。
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